
｢あさひかわ男女共同参画基本計画」数値目標の進行管理

中間目標
５年後
(H28.4)

最終目標
１０年後
(H33.4)

1 市の附属機関における女性委員の割合
附属機関・審議会へ
の女性の登用

　推進本部会議等を通じて，又は直接担当課へ女性登
用促進を要請する。その他各種施策を通じて，社会全
体の中での女性参画推進を図る。

３０．９％
（平成22年4月1日現在）

３４.３％
（平成25年4月1日現在）

３３．２％
（平成26年4月1日現在）

３７．０％ ４０．０％ 各課 ２-１-(１)

2 市の附属機関における女性委員割合10％未満の数
附属機関・審議会へ
の女性の登用

　推進本部会議等を通じて，又は直接担当課へ女性登
用促進を要請する。その他各種施策を通じて，社会全
体の中での女性参画推進を図る。

７機関
（平成22年4月1日現在）

２機関
（平成25年4月1日現在）

２機関
（平成26年4月1日現在）

３機関 ０機関 各課 ２-１-(１)

3 市の私的諮問機関等における女性委員の割合
附属機関・審議会へ
の女性の登用

　推進本部会議等を通じて，又は直接担当課へ女性登
用促進を要請する。その他各種施策を通じて，社会全
体の中での女性参画推進を図る。

３３．３％
（平成22年4月1日現在）

２２.０％
（平成25年4月1日現在）

２６．６％
（平成26年4月1日現在）

３７．０％ ４０．０％ 各課 ２-１-(１)

4 市職員の管理職における女性の割合
女性職員の管理職へ
の登用

　継続して女性の管理職登用に努める。
５．７％

（平成22年4月1日現在）
８．５％

（平成25年4月1日現在）
７．９％

（平成26年4月1日現在）
８．０％ １５．０％ 人事課 ２-１-(２)

行政職（企業職）給
料表適用者のうち，
保育士と技能労務
職を除いたもの

5 市職員の男性の育児休業取得率
育児休業制度につい
ての理解促進

　育児休業等を取得しやすくするための制度の改正が
予定されているため，改正内容の周知を図る。

０％
（平成21年）

４．３％
(平成24年度）

２．４％
(平成25年度）

５．０％
（H26年度末）

-
人事課
経済総務課

２-２-(１)
次世代育成支援
特定事業主行動
計画後期計画

6 男女共同参画塾，出前講座，研修等受講者数
男女共同参画講演
会，出前講座の実施

　幅広く市民に関心を持ってもらえるよう，開催内容を検
討する。広範囲な団体に出前講座の活用が図られるよ
う取組を進める。

５６８人
（平成21年度）

１，０３２人
（平成24年度）

１，０６７人
（平成25年度）

７００人 １，０００人 政策調整課 １-１-(１)

7
家族経営協定締結農家数
（女性農業者に関わるもの）

農村女性活動支援
　報道機関等を利用する他，各農協への呼びかけや学
生・会員自らの宣伝を行う。

４１件
（平成22年3月31日現在）

６７件
（平成25年3月31日現在）

７２件
（平成26年4月1日現在）

６１件 ８１件 農政課 ２-３-(２)

8 女性農業者の起業件数 農村女性活動支援
　報道機関等を利用する他，各農協への呼びかけや学
生・会員自らの宣伝を行う。

２２件
（平成22年3月31日現在）

３０件
（平成25年3月31日現在）

２４件
（平成26年4月1日現在）

２７件 ３２件 農政課 ２-３-(２)

9 旭川市総合体育館スポーツ教室　女性受講者数
旭川市総合体育館ス
ポーツ教室の実施

　1～7種類のスポーツ・運動講座及び実践教室を計１０
回開催。単純なスポーツ教室としてではなく，高齢者，
母子が一緒に取り組める軽運動等の教室も実施

４９７人
（平成21年度）

５０４人
(平成24年度）

５３８人
（平成25年度）

６００人 ８００人 スポーツ課 ３-１-(１)

10 地域子育て支援センターの設置数
地域子育て支援セン
ター事業

　事業のＰＲをいろいろな機会で実施する。また，次世代
育成支援行動計画後期計画に基づき，適正なセンター
の設置を検討する。

３か所
（平成22年3月31日現在）

　５か所
（平成25年3月31日現在）

８か所
（平成26年3月31日現在）

６か所
（H26年度末）

-
子育て支援
課

２-２-(１)
次世代育成支
援行動計画後
期計画

11 つどいの広場設置数 つどいの広場事業
　事業のＰＲをいろいろな機会で実施する。また，次世代
育成支援行動計画後期計画に基づき，適正なひろばの
設置を検討する。

１か所
（平成22年3月31日現在）

　１か所
（平成25 年3月31日現

在）

地域子育て支援センター
事業へ統合

４か所
（H26年度末）

-
子育て支援
課

２-２-(１) 〃

12 留守家庭児童会設置数
留守家庭児童会の充
実

　第二留守家庭児童会を開設するなど，待機児童の解
消に努める。

４１校４７か所
（平成22年3月31日現在）

　４１校５１か所
（平成25年3月31日現在）

４１校５５か所
(平成26年3月31日現在)

41校58か所
（H26年度末）

- こども育成課 ２-２-(１) 〃

13 認可保育所定員数 保育施設の整備
　待機児童の解消を目指し他の施策の状況を見極めな
がら，保育所の創設・増築，分園の設置について検討を
行う必要がある。

４，０３４人
（平成22年3月31日現在）

　４，３３７人
（平成25年3月31日現在）

　４，４０７人
（平成26年3月31日現在）

４，２５６人
（H26年度末）

- こども育成課 ２-２-(１) 〃

14 延長保育実施数 延長保育事業の充実
　地域毎の利用実績等から，実施施設の増設や変更を
検討する。

１９か所
（平成22年3月31日現在）

　２３か所
（平成25年3月31日現在）

　２４か所
（平成26年3月31日現在）

２４か所
（H26年度末）

- こども育成課 ２-２-(１) 〃

15 休日保育の実施数 休日保育事業の充実
　休日保育を周知させるため，ポスター等を全認可保育
所に配布する。保護者が利用しやすい条件を検討す
る。

１か所
（平成22年3月31日現在）

１か所
（平成25年3月31日現在）

１か所
（平成26年3月31日現在）

２か所
（H26年度末）

- こども育成課 ２-２-(１) 〃

16 一時預かりの実施数
一時預かり事業の充
実

　ニーズに対応するため，次世代育成支援行動計画後
期計画に基づいて，事業実施施設の増設を検討する。

８か所
（平成22年3月31日現在）

　９か所
（平成25年3月31日現在）

　９か所
（平成26年3月31日現在）

９か所
（H26年度末）

- こども育成課 ２-２-(１) 〃

17 病児・病後児保育の実施数
病後児保育事業の充
実

　病後児保育のほか，病児保育，認可保育所体調不良
児も含めて，事業継続等の検討をする。

１か所
（平成22年3月31日現在）

　２か所
（平成25年3月31日現在）

　２か所
（平成26年3月31日現在）

３か所
（H26年度末）

- こども育成課 ２-２-(１) 〃

H25.4 計画体系現在の推進内容等 備考
現状値

No. 項目

目標値

個別事業名 担当課
計画策定時数値(H22.4)

資料５ 


